
社長 佐藤 国彦

2008年4月25日

２００７年度総括および

ディスプレイ事業の経営改革について



2008.4.25
1本日の説明内容

１．２００７年度の総括および新・中期計画１．２００７年度の総括および新・中期計画

２．ディスプレイ事業の経営改革２．ディスプレイ事業の経営改革
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2１．２００７年度の総括

□販売の前年割れ

□液晶テレビ事業

□構造改革の実施・・・事業構造改革、雇用構造改革

□財務体質の改善・・・有利子負債５０８億円削減

□収益３事業の健闘・・・カムコーダー、カーエレクトロニクス、ＡＶアクセサリー

□主要部門の収益力改善・・・産業、エンタテインメント、海外販社

□新技術開発・・・①世界最小1.27インチ4K2K D-ILAﾃﾞﾊﾞｲｽ開発 ②180Hz3倍速液晶駆動技術開発 他

課
題

06/上

売上

営業利益

営業利益率

■

■
■

■

▲7 ▲50 ▲54

87

-0.2%

-1.3%
-1.6%

2.7%

（単位：億円）

アクションプランスタート

3,712 3,714

3,302
3,283

06/下

07/上
07/下

更なる改革が必要
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3２．新・中期計画の重点推進テーマ

０７年度 ２００８年度 ２００９年度 ２０１０年度

「アクションプラン２００７」

「新・中期計画」

＜２０１０年度計画＞
経
営
指
標

経
営
指
標

－ 構造改革の仕上げと継続 －

－ 成長戦略の推進 －

◆全事業黒字化による
事業ﾎﾟｰﾄﾌｫﾘｵの健全化

◆更なる体質強化
◆課題事業の抜本改革
▶ディスプレイ
～国内民生液晶テレビ

◆次の戦略への布石

売上 ６，１１０億円

営業利益 ２００億円（3.3％）

ＲＯＡ ６.２％

＜２００８年度計画＞

売上 ５，９５０億円

営業利益 ８０億円（1.3％）

ＲＯＡ ２.５％

◆海外事業の強化
・先進国市場

・新興市場（C5）

◆重点成長事業
～カムコーダー、カーエレクトロニクス

セキュリティ、配信ビジネス

※ROA：総資産営業利益率
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⑤黒字化への改革ステップ⑤黒字化への改革ステップ

⑥国内映像事業の方向性⑥国内映像事業の方向性

３．ディスプレイ事業の経営改革

①当社の映像事業の考え方 ～2009年度黒字化①当社の映像事業の考え方 ～2009年度黒字化

②ディスプレイ事業の経営実態 ～06/07年度売上/利益②ディスプレイ事業の経営実態 ～06/07年度売上/利益

③２００８年度の重点施策③２００８年度の重点施策

④２００８年度の改善効果④２００８年度の改善効果

⑦当社の映像事業の目指す姿⑦当社の映像事業の目指す姿
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5３． ディスプレイ事業の経営改革 ~①考え方と重点改革テーマ

当社の映像事業の考え方

□映像事業のリソースの集中強化

（ビクターのＤＮＡ）

⇒海外民生、業務用、Ｄ-ＩＬＡフロントＰＪなど

□ディスプレイ事業の２００９年度黒字化
⇒（民生）液晶テレビ戦略の見直し

ディスプレイ事業の重点改革テーマ

2007

2009

営業利益実績/計画

・開発リソースのパワーシフト
（海外民生、業務用）

・生産のＥＭＳ活用
・地域戦略・流通戦略の見直し
・協業の加速
・海外オペレーションの改革
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6３． ディスプレイ事業の経営改革 ~②ディスプレイ事業の経営実態

営業利益

イメージ

欧州

米州

アジア／中国
国内

24%

国内

国内

25%

欧州

米州

アジア／中国

売上構成比

国内 欧州 米州 アジア/中国

国内

構成比
59%

＜２００６年度＞ ＜２００７年度＞

ディスプレイ事業・・・国内の売上/利益体質の改善が最大の課題

国内 欧州 米州 アジア/中国

構成比43%

※事業体と販売部門を繋いだ
連結ベース売上/利益
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7３． ディスプレイ事業の経営改革 ~③２００８年度の重点施策

重点施策

1.国内（民生）
液晶テレビの縮小

2.欧州（英国）での
自社生産終了

・欧州生産終了（７月末）
・ＥＭＳ活用 ～２社でスタート（３月、８月）

→欧州生産撤退効果２０億円

4.協業の加速
・船井電機と相互生産委託

～共同開発

→協業効果３０億円

内 容

・国内は大画面ホームシアターへ特化

・海外民生、業務用へ開発パワーのシフト
→（国内）営業赤字０９年度ゼロに

・既存市場の強化：「ｸﾘｴｰｼｮﾝ」 「ｾｷｭﾘﾃｨ」 「情報表示」

・新規参入市場の開拓、拡大：「ｸﾞﾗﾌｨｯｸ」 「ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝ」など

5.海外オペレーション改革
・販社コスト削減

～欧州構造改革（販社統合、物流/ｻｰﾋﾞｽ改革）など

→改革効果１０億円

3.業務用分野への
事業拡大 売上目標 08年度：90億 → 10年度：300億

受託：当社ﾒｷｼｺ工場生産２月開始
委託：船井 ﾎﾟｰﾗﾝﾄﾞ工場生産８月開始
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8３． ディスプレイ事業の経営改革 ~④２００８年度の改善効果

０７年度実績

材料コストダウン

海外販社改善 他

０８年度事業計画

売価ダウン

船井電機協業効果

国内（民生）液晶テレビ
縮小効果

ＥＭＳ効果

５２億円の改善効果

※事業体と販売部門を繋いだ
連結ベース利益
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9３． ディスプレイ事業の経営改革 ~⑤黒字化への改革ステップ

０８年度

日本 米州 欧州 アジア

重点施策の確実な実行

０９年度～１０年度

開発

生産

販売

協業

・リソースシフト
民生→業務用

・民生液晶
テレビ縮小

・横須賀工場
再編

・業務用分野
の強化

・英国工場閉鎖
→ＥＭＳ活用

・ＥＭＳ効果刈り取り
（固定費等）

・船井電機との協業
（相互生産委託＋共同開発）

・協業効果の更なる拡大

・新コンセプト商品開発戦略
（ＳＬＩＭ、ｉＰｏｄ、等）

・海外販社体制改革（販社再編・物流・サービス）
・流通チャネル戦略

・０８年度改革効果
～国内縮小/海外改革

・業務用分野
での増益効果

・開発効率化
（グローバルシャーシ）

改善効果の着実な刈取り
黒字化の実現

（ＥＭＳ検討）（ＥＭＳ検討）
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10３． ディスプレイ事業の経営改革 ~⑥国内映像事業の方向性

基本戦略基本戦略

□同質競争を避ける

□中・高級機ユーザーに絞り込む

□ビクターのＤＮＡを活かす

大画面ホームシアターの本格展開

商品戦略商品戦略

Ｄ-ＩＬＡフロントプロジェクター、大型液晶テレビ

レコーダー、スピーカーシステム、アンプ

販売戦略販売戦略

単品からシステム、ソリューションへ

システム販売、コンサルテーション、

設計・施工など、ビクターグループで対応

Home Theater
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2009-102008

クリエーションクリエーション

セキュリティセキュリティ

情報表示情報表示

新規参入市場拡大

民生民生

業務用業務用

液晶テレビ

Ｄ-ＩＬＡ

液晶モニター

Ｄ-ＩＬＡ

グラフィックグラフィック

シミュレーションシミュレーション

中・高級
ホームシアター

配列強化

ｉＰｏｄ LCDｉＰｏｄ LCD

ＳＬＩＭ LCDＳＬＩＭ LCD
SLIM LINE 拡充

（スマート高画質、軽量、省エネ）

ＡＶネットワーク・ホームシアター
（オーディオ技術とのコラボレーション）

８Ｋ４Ｋ
プロジェクター

既存市場強化

新規参入市場拡大

大規模表示

業界大手との
アライアンス

ハイコントラスト化

小型化

民生４Ｋ２Ｋ
プロジェクター

高輝度化

小型化

海

外

事

業

□液晶テレビ・・・①民生：海外強化と国内大画面ｼｱﾀｰ提案 ②業務用：既存市場強化と新規参入市場拡大

□Ｄ-ＩＬＡフロントＰＪ・・・①民生：中・高級ﾎｰﾑｼｱﾀｰでのポジション確立 ②業務用：小型化と更なる高精細化

新コンセプト商品

大画面
ホームシアター

ビクターのＤＮＡである映像技術をさらに強化し、成長戦略につなげる

1920×1080
ホームシアタープロジェクター

1920×1080
ホームシアタープロジェクター

４Ｋ２Ｋ
プロジェクター

４Ｋ２Ｋ
プロジェクター

方向性

３． ディスプレイ事業の経営改革 ~⑦当社の映像事業の目指す姿

フロントサラウンド
システム

フロントサラウンド
システム

新コンセプト（Ⅱ）



このプレゼンテーション資料に記載されている記述のうち、将来を推定する表現については、将来見通しに関する記述に該当します。こ
れら将来見通しに関する記述は、既知または未知のリスクおよび不確実性並びにその他の要因が内在しており、実際の業績とは大幅に
異なる結果をもたらす恐れがあります。これらの記述は本プレゼンテーション資料発行時点のものであり、経済情勢や市場環境によって
当社の業績に影響がある場合、将来予想に関する記述を更新して公表する義務を負うものではありません。実際の業績に対し影響を与
えうるリスクや不確実な要素としては、（１）主要市場（日本、米州、欧州およびアジアなど）の経済状況および製品需給の急激な変動、
（２）国内外の主要市場における貿易規制等各種規制、（３）ドル、ユーロ等の対円為替相場の大幅な変動、（４）資本市場における相場の
大幅な変動、（５）急激な技術変化等による社会インフラの変動、などがあります。ただし、業績に影響を与えうる要素としてはこれらに限
るものではありません。


